
（単位：千円）

 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 流 動 資 産 862

貸　　借　　対　　照　　表

（令和 2年 3月31日現在）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流 動 資 産 3,175,655 流 動 負 債 909,489

(資　　産　　の　　部) (負　　債　　の　　部)

現 金 ・ 預 金 2,079,531 預 り 金 41,007

前 払 費 用 26,943 未 払 手 数 料 84,908

未 収 投 資 助 言 報 酬 36,613 未 払 消 費 税 等 42,752

未 収 運 用 受 託 報 酬 548,498 未 払 費 用 539,989

そ の 他 未 収 収 益 252,999 61,006

未 収 委 託 者 報 酬 230,205 賞 与 引 当 金 139,825

未 払 法 人 税 等

18,727

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 45,591 株 主 資 本 2,832,964

固 定 資 産 (純　資　産　の　部)585,525

器 具 備 品 18,849 資 本 剰 余 金 85,500

建 物 26,742 資 本 金 140,500

無 形 固 定 資 産 7,481 資 本 準 備 金 85,500

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

419,371 2,606,964

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 7,481 2,606,964

資 産 合 計 3,761,181 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,761,181

113,081 純 資 産 合 計 2,832,964敷 金

532,453 2,606,964

18,727

負 債 合 計 928,216



（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

雑 収 入 1

至　令和 2年 3月31日

科　　　　　　　　目

運 用 受 託 報 酬 2,214,599

委 託 者 報 酬 1,674,669

そ の 他 営 業 収 益 339,641

投 資 助 言 報 酬

損　　益　　計　　算　　書

自　平成31年 4月 1日

内　　訳 金　　額

営 業 収 益 4,599,654

370,745

営 業 利 益 698,679

営 業 費 用 1,992,543

一 般 管 理 費 1,908,432

営 業 外 収 益 10

受 取 利 息 8

雑 損 失 994

営 業 外 費 用 10,712

経 常 利 益 687,976

為 替 差 損 9,718

特 別 退 職 金 15,701

特 別 損 失 15,701

当 期 純 利 益 441,190

税 引 前 当 期 純 利 益 672,275

法 人 税 等 調 整 額 150,615

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 80,469



当期純利益

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当期変動額合計 -           -           441,190     

当期変動額

85,500      2,606,964   

-           

140,500     

株主資本等変動計算書

自　平成31年 4月 1日

至　令和 2年 3月31日

140,500     

-           

資本金

株主資本

当期末残高 85,500      -           

441,190     441,190     441,190     -           

-           2,606,964   2,832,964   2,832,964   

当期首残高 85,500      -           85,500      2,165,774   

441,190     441,190     

（単位：千円）

純資産
合計株主資本

合計

2,165,774   2,391,774   2,391,774   

441,190     

-           

441,190     

利益剰余金
合計

自己株式

資本剰余金 利益剰余金

繰越利益
剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金



【重要な会計方針】

　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　     建物 　　3～50年
　     器具備品 5～15年

　　 おります。

２．引当金の計上基
（1）賞与引当金

（2）役員賞与引当金

（1）消費税等の会計処理

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度末
期首株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式
普通株式 2,027株 - - 2,027株

合計 2,027株 - - 2,027株

（２）無形固定資産

　　 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

     役員賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

株式の種類

　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　   自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用期間（５年）による定額法を採用して

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
　ます。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　 を行っております。

個　別　注　記　表

１．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産　
　   定率法によっております。ただし、建物については、定額法を採用しております。

　　 また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却
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